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本研究では，潜在的限界地区を対象に，社会規範が個人の居住意思決定に及ぼす影響とその条件を検討

する．社会規範は「適切さ」というフィルターを通じて，人の行動を暗黙のうちに誘導する機能を持つ． 

それはさらに記述的規範（多数派の行動），命令的規範（多数派がある行動への態度），個人的規範（自

分への行動期待）に分けられる．規範的行為の焦点理論に従えば，人は規範に焦点が当てられることで，

それによる影響を受けやすくなる．その条件として，1）規範間の行動方針が一致し，2）規範の求める方

向が個人の行動動機と整合しており，3）規範を共有している集団の一員として自己を認知している，と

の３つが満される時に，規範の影響は最も強くなる．本研究ではそれを居住意思決定に適用し，他者の居

住動向（記述的規範）とコミュニティで共有されている居住態度（命令的規範）が個人の定住意向に与え

る条件を検証する．その際，地域将来に対する不安，及び社会的アイデンティティの調整効果も検討する．

それにより，潜在的限界地区における居住政策のあり方を検討するための基礎的知見を得ることを目指す． 
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1. はじめに 

近年，少子高齢化に伴う地域の衰退に対応するため，

地方部は人口の定着と増加を目指す施策に積極的に取り

組んでいる．たとえば，住環境と交通ネットワークの整

備を重視した「ふるさと集落生活圏」事業が推進される

一方で，定住支援策や育児支援策も多くの市町村で実施

されている．これらはいずれも，居住に関わる便益を向

上させつつ，定住に要するコストを削減することで，定

住者の増加を期待していると言える．しかし，現実には，

地方自治体の人口減少は続いており，人口維持策を見い

だすことが急務となっている． 

このような背景を受け，住民の居住継続意向を高める

方策が求められる．そのためには，居住意向の形成メカ

ニズムを把握する必要がある．これまで，居住意向に関

する理論では，マクロな人口移動を説明する地域効用や

移住ストックなどが挙げられる 1)．近年では，ミクロな

視点から，価値観やライフ・スタイルが個々人の居住地

選択に影響を与えることを明らかになっている 2) 3)．し

かし，これらの研究は，いずれも個人が独自に居住地を

選ぶという仮定に基づいており，意思決定過程における

他者行動の影響については言及していない．その一方で，

現実には，人は居住意思決定を行う際，家族の意向に気

遣うことも少なくない．また，同じコミュニティに暮ら

す他者の居住動向や地域への評価に配慮しながら，居住

意思決定を行う可能性もある．例えば，Jong（2000）は

家族成員の移住に対する態度が自己の居住意思決定に影

響を及ぼすことを示している 4)．Schewel（2015）は若年

層の定住意向は，地域からの期待が大きな影響力を持つ

ことを報告している 5)．張ら（2006）は広島市アストラ

ムライン沿線住宅への転居意向を調べた結果，40％の世

帯の意思決定が他の世帯構成員の選好によって変化する

ことを報告している 6)．これらの知見から，居住に対す

る他者の態度や意向が個人の居住意思決定に影響を及ぼ

すと考えられる． 
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このとき，社会規範の概念を用いることにより，他者

の行動や態度が個人の行動に影響を与える過程を統一的

に解釈できる 7)．社会規範（Social Norms）とは「あるグ

ループの成員に共有されている行動基準を指す．これら

は法律と別として，人の行動を誘導や規制している

（Rules and standards that are understood by members of a group, and 

that guide and/or constrain social behavior without the force of law.）」
8)．他者の行動を記述するのは「記述的規範(Descriptive 

Norms)」であり，他者の態度を示すのが「命令的規範

(Injunctive Norms)」となり，これらは「自身行動への期

待を表す」個人的規範と合わせて，社会規範を構成する

3 つの規範概念として検討されてきている 8) 9)．人は 1）

有効的に行動できる，2）グループとの繋がりを高める，

3）又は自己へのイメージを維持できる動機を持つため，

それらに繋がる規範に従って行動する 8)．こういった傾

向は，環境配慮行動 10)，学習行動 11)や迷惑行為低減 12)な

どの場面では認められている．これを居住意思決定に適

用すれば，住民は正確，もしくは評価される居住動向を

行うため，他者の居住行動や態度を個人の居住意思決定

の判断基準となっていることを考えられる．しかし，こ

のような観点から居住意思決定を検討した研究は少なく，

その影響過程は十分に明らかになっているとは言えない． 

一方，潜在的限界地区では，地域人口の維持が急務で

あるため，そこの一人一人の定住意向を強めることが期

待される．そこでは，大都市圏に比べて豊かなソーシャ

ル・キャピタルを持つため，個人の居住意向は思った以

上に近所他者の影響を受けている可能性が高い．このた

め，社会規範を活用して居住に関するノーマルを適切に

宣伝すれば，地域における人口維持策に視する知見にな

りうる．そこで，本研究では，地域他者の居住意向や態

度がそこの住民の居住意思決定に影響が及ぶ過程構造に

ついて検討を行う． 

 

2. 理論フレーム 

(1) 規範の種類 

社会規範は「記述的規範(Descriptive Norms)」，「命令

的規範(Injunctive Norms)」，「個人的規範(Personal Norms)」

に分けられる 8) 9)．記述的規範とは，ある状況において，

（多くの）人々が行う行動を指す（What other people do in 

any given situation.）．それは，「典型的」や「一般的」と

いったヒューリスティックな合図を提供することで人の

行動を誘導する（e.x.多くの人が購入する「Best Seller」

の商品）8)．一方，命令的規範とは，ある行動にして多

くの人が示す賛否の態度を指す（What most people approve 

or disapprove.）．すなわち，多くの人が「すべき」と考

える行動やその基準が命令的規範に該当する（e.x. 道徳

に合う行動）8)．さらに，個人的規範は，「自己の内的

な価値観に基づき、個人として標準的だと考える行動基

準」を意味する（Self-based standards or expectations for behav-

ior that flow from out internalized value）8)．たとえば，ある個

人に期待する行動はその例と言える．個人的規範は他者

の行動とは無関係のように見えるが，それは個人の周囲

に存在する環境の影響を受けながら徐々に内在化

（Internalization）されてきたものであるため，自己に内

在する価値基準に基づくという点で命令的規範とは効果

の構造が異なる 9)．本研究では，これら 3 つの規範を居

住意思決定に適応し，それらが個人の定住意向に効果を

及ぼす条件を検討する． 

 

(2) 規範が効果を及ぼす条件 

a) 規範方針の一致 

一般に，規範間の行動方針が一致している時に，その

影響が最も強くなる．Smith, et al（2012）は，省エネ行動

を行う人の割合（記述的規範）とそれに賛同する人の割

合（命令的規範）が同時に高い時に，人の省エネ意向が

高くなることを明らかにしている．すなわち，多くの人

が望ましいと考え，さらにそれを実際に行動している状

況を認知した時，規範の影響はもっとも強くなると言え

る．逆に，両者が同時に低い場合には，省エネ意向が最

も低くなる 13)．これらの知見では，行動と態度が一致す

る際に、行動の合理性に関する説得力が高まり，人はヒ

ューリスティックに意思決定を行うものと解釈されてい

る．同じ効果は居住意思決定にも想定できる．例えば，

近所では，定住に望ましい住民が多く，それに加えて定

住している住民も多いことを認知すれば，その地区の住

民の定住意向は高まると思われる． 

しかし，現実には，規範間の行動方針が一致しないこ

ともある．その場合，個人はいずれの規範に対しても慎

重な態度を持つようになる．Smith, et al (2012)は，省エネ

行動を行う割合とそれに賛同する割合が矛盾する状況で

は，省エネ意向が最も低くなることを示している．これ

を居住意思決定に適用すれば，近所では定住に望ましさ

（責任感）を感じている人が多いにもかかわらず，結果

的には他地域に転出していく状況に該当する 14)．このよ

うな状況では，その地区の住民は今後の居住について改

めて熟慮するようになると言える．したがって，規範を

構成する行動の方針が一致であるか否かによってその効

果は異なると言える． 

b) 規範の顕在化 

規範の効果が生じる２つ目の条件は，規範の顕在化で

ある．規範的行為の焦点理論（the Focus Theory of  Normat-

ive Conduct）では，行動時に規範が顕在的でない場合に

は，その規範の影響は現れないとされている 10) 14)．この

時，顕在的とは「規範自体，若しくは規範につながる動

機が行為者に注目されること」を意味する． 

第 62 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 3 

 

図-1 規範的行為の焦点理論の概念図 

（Cialdini et al, （1998）より筆者が作成） 

まず，規範の顕在とは，行動に関わる規範自体が認知

されることをいう．一般に，行動する時点でその行動に

関わる規範に注意が注がれるが，規範の意味が明確であ

るほど，その効果は高くなる．Kallgren,et al.（2000）は，

共用駐車場において，他者のゴミ捨て行動に気付いた場

合，又はゴミ捨て行動が記入されたチラシを自動車のフ

ロントガラスに挟む時にに，行為者自身のゴミ捨て行動

が顕著に変化することを報告している 14)．同研究では，

モニター画面に映った自分を見た行為者は，自己に対す

る注目が高まったため，個人的規範への注意が強まれ，

ゴミ捨て行動が低下される傾向を報告している．このこ

とから，居住意思決定でも，他者の居住態度に注意が向

けられれば規範の効果は高まり，それが向けられなけれ

ば規範の効果は生じないと思われる． 

また，規範に繋がる動機の顕在とは，規範に繋げる動

機が注目されることを指す．図-1は規範と動機の関係を

示している．規範的行為の焦点理論では，特定の動機に

焦点が当てられたとき，人はそれに関わる規範に注意し

て行動するようになる．まず，記述的規範は，有効的行

動を示唆しており，「正確さを求める」動機につながっ

ている．また，命令的規範は，周囲の人から期待される

行動を示唆しており，「社会的賛同を得る」動機に強く

結びついている 8) 10)．一方，個人的規範は自己への期待

を描いたため，それに合う行動は高い「自己肯定感を得

る」動機につながっている 8) 14)．行為者は，上記の３つ

の動機のいずれが喚起される状況に置かれる時，その行

動は強く動機に繋がる規範に影響される 10) 14)．その反対

に，異なる規範が喚起できる行動動機も異なるため，そ

の後に続く行為も動機に相応する特徴を表している．例

えば，Eyink, et al.（2020）は，テキスト前にほかの学生が

学習する回数（記述的規範）が書いたメールを読んだ学

生は，講義終了後も復習している一方で，指定された学

習回数（命令的規範）を読んだ学生は課題提出の際に締

切を重視する傾向を示した 8)．このことから，個人の行

動動機が規範の求める方向と整合する場合，規範の効果

最も高くなることを言える． 

c) 近接する同一性 

3 番目の条件は，行為者が規範基準となる他者が自分

とは関わっていることである．Terry, et al. （1999） は，

人が特定の行動を示したグループ（参照群：reference）

と同一視された場合のみ，その行動が強く規範に影響さ

れることを明らかにしている 15)．それに対して，参照群

との同一性が低い場合には，人は個人的規範を重視する

行動傾向を示している．このことから，潜在的限界地区

では，地域の一員として強く認知する住民は近所の居住

態度に影響されやすい一方で，同一性をさほど感じてい

ない住民は個人の居住態度次第で居住意思決定を行う可

能性が高くなると言えよう． 

上記の３つの条件のいずれかが満たされれば，住民は

それに関連する規範の影響の下で居住意思決定を行うも

のと考えられる． 

(3) 規範と居住意思決定 

居住意思決定は，転居資金などの高いコストと長期的

結果を伴うという点で，規範理論で検証された行動とは

異なる．それに加え，日本では家族制度が歴史文化の一

部として引き続がれたため，家というものはそれ自身の

居住の用途を超え，「一族の財産」といった文化的な意

味も付与されている。このため，本研究では居住行動の

特性を考慮し，それに関わる規範を改めて整理する． 

Cialdini（1998）は，規範の形成ルート別に，それを社

会価値と視されるものと，利得を促す規則のようなもの

に分けている．前者は文化に埋め込まれた価値を規範と

しており，内容自体の善悪はともかく，文化に受容され

るからこそ人の行動に影響を及ぼす 8)．居住意思決定に

適用すれば，「先祖代々の土地を守る」や「家族の財産

を継ぐ」などが挙げられる．日本では，家や土地などの

先祖から継承してきたものに対して，“土着性”という

特別な感情を持っている．こういった土着性が強いほど，

住民が先祖の土地から離れたくない感情は強くなる．こ

ういった「先祖の土地を守るすべき」という考え方は，

命令的規範に該当する．一方，後者は個人やグループの

利益を得るために形成されたルールを規範と視する．潜

在的限界地区では，地域と家族を存続させるために，定

住自体は暗黙的に望まれる行動と言えよう． 

そこで，本研究では，潜在的限界地区における居住意

思決定に適用する規範として，図 2に示す．具体的には

「近所住民の定住意向（記述的規範）」，「近所住民が

定住への態度（命令的規範）」，「自分が定住への態度

（個人的規範）」の３つを取り上げる．その他，規範が

行動に影響を与える効果は外部から圧力が加えられる時

に強くなりうる．利益（Rewards）は，その規範の効果

発現を後押しする要因の 1 つとして挙げられる 8)．現在，

多くの地方自治体は定住を促進する育児や住宅支援策が

実施されている．このような実質的な利益が得られるた 
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図-2  本研究で検証する規範 

 

め，住民の定住意向が高まると考える．一方，地域

で活躍する年月が長くなると，自治会役員等を歴任

するため，地域における個人の権威が高まり，地域

において享受が期待される社会的利益（Social Re-

wards）も高まる．このため，規範の効果はこれら

の利益によって高まることも考えられる． 

(4) 本研究の仮説 
上記を踏まえ，本研究では潜在的限界地区におい

て想定できる社会規範，及び３つの効果条件を踏ま

え，仮説を措定する．  
まず，規範の効果が生じる１つ目の条件を踏まえ

て，記述的規範と命令的規範の行動方針が一致する

場合に，地域を問わず，規範の影響が最も高くなる
13)．そこで次の仮説１を措定する． 

 

仮説１：他者の定住意向（記述的規範）と定住への

態度（命令的規範）が同時に高く（or 低く）

認知した住民は，そうでない住民に比べて，

規範に影響される． 
 

一方，前節に述べたように，記述的規範と命令的

規範の行動方針が一致していない時，人は自身の行

動を慎み，今後の居住について熟慮するようになる

と言える．この時，定住意向，若しくは定住態度に

注意する行動動機のいずれが喚起されれば，住民は

それを手掛かりに該当する規範に焦点を当てるよう

になる．この時，２つ目の条件である「動機の顕在

化」を考慮する必要がある． 
この時，同じく潜在的限界地区と言っても，人口

が顕著に減少する地域の住民は，そうでない地域に

比べて，今後の生活に対して強い不確実性と不安を

覚える可能性が高い．定住が望ましいと思いながら，

転出が続々と出る状況の可能性を考えれば，その不

安がさらに高まると言える．人はある状況における

行動に関して，曖昧的や不確定を感じる時，他者の

行動を根拠として行動する傾向がある 8)．Walther,et 

al. （2002）は，不確実性の高い状況にいる人は，

それが低い状況にいる人に比べて，他者の偽回答に

誘導されやすくなることを報告している 16)．このた

め，不確実性の高い状況にいる人ほど，他者の行動

を参照するようになることを示唆している．潜在的

限界地区では，地域将来への不安が高い住民は，リ

スクを回避する動機高まったため，「正しさ選択を

行いたい」という動機が活性化されることも考えら

れる．このいった住民は，多数派を模倣する行動を

行いやすく，すなわち，他者の居住動向を参照して

居住意思決定を行う傾向が強くなる．そこで，仮説

２を措定する． 

 

仮説２：他者の定住意向（記述的規範）と定住への

態度（命令的規範）が矛盾と認知した時に，

地域への不安が高い住民は低い住民に比べ，

他者の居住動向に影響されやすい． 

 

また，規範の効果が生じる３つ目の条件を踏まえ

れば，地域の一員とする同一性が高い住民のみ，命

令的規範に影響されやすくなると考えられる．本研

究では，地域の一員とする同一性を地域アイデンテ

ィティという．その定義は，社会的アイデンティテ

ィを踏まえて，「地域の一員とする知識，及びそれ

に伴う感情的な重要性から構成する個人の概念の 1

つ」とする 17)．地域アイデンティティが高いほど，

地域からの賛同を求める動機が強くなるため，他者

の定住態度に影響されやすくなる．このことから，

仮説３を措定できる． 

 

仮説３：地域アイデンティティの高い住民は，それ

が低い住民に比べて，他者の定住態度（命

令的規範）に影響されやすい． 
 

逆に，地域のアイデンティティが低い場合，住民

は自己の内的価値基準である個人的規範に従って行

動を決めると考えられる．そこで，仮説４を措定す

る．
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表-1 調査自治体概要 

 
 

 
図-３ 自治体別に見た社会人口増減数（H26～H30 年） 

 

仮説４：地域アイデンティティの低い住民は，それ

が高い住民に比べて，自己の定住態度に従

って居住意思決定を行う傾向が強くなる． 

 

ところで，Christensen, et al. （2004）は，強い社

会的アイデンティティを持っている人は，そうでな

い人に比べて，規範に従う際にポジティブな感情を

感じやすいことを報告している 18)．これを居住意思

決定に適用すれば，高い地域アイデンティティを持

つ住民が規範に従った居住意向を示す場合，ポジテ

ィブな感情を経験すると考えられる．そこで，仮説

５を措定する． 

 

仮説５：地域アイデンティティが高い住民は，それ

が低い住民に比べて，他者が定住への態度

（記述的規範）との方針が一致する居住意

向を示す際に，よりポジティブな感情を経

験する 
 

なお，3 つの社会規範の他に，居住に関わる土着

性に関する個人的規範も居住意思決定に参与すると

想定できる．地域に生まれ育った住民のうち，土着

性が高い住民は，家や土地などの先祖から継承する

ことに対して強く責任感を感じる．そのため，地域

に住み続ける意向も高くなることを考えられる．そ

こで，仮説６を措定できる． 
 

仮説６：地域に生まれ育った住民に対し，先祖代々

の土地を守る個人的規範が強いほど，定住

意向が高くなる． 
 

 

3. 研究方法 
(1) 調査地区 

上記仮説を検討するため，本研究では秋田県の潜

在的限界地区を対象に質問紙調査を行った．まず，

令和元年の「秋田県・市町村の人口推移」を用い，

人口が１万未満の自治体を抽出した．また，地域人

口の増減傾向を区別するために，令和元年の「秋田

県・市町村の人口増減率の推移」を用い，最近５年

（H26 年～R1 年）の平均社会増減率が増加傾向の

自治体と，平均社会増減率が顕著に低い自治体を，

各２つずつ選出した．その結果，人口減が比較的に

高い自治体として小坂町と五城目を選定し，人口減

が徐々に向上する自治体として東成瀬村と大潟村を

選定した． 

 

(2) 調査項目 

質問紙では，社会規範が居住意思決定に与える影

響を把握するため，記述的規範，命令的規範，個人

的規範，規範以外に居住意思決定に及ぼす要因及び

居住意向を中心に回答を求めた． 

記述的規範と命令的規範は Smith, et al.（2012）13)，

White, et al.（2009）19)の尺度を踏まえ，それぞれ 2

項目と 3 項目で尋ねた．記述的規範の質問例として

は「近所の人の多くは、これから現住地に住み続け

ると思うでしょうか？」と尋ね，命令的規範として

は「近所の人は、この地域に住み続けるべきと思う」

という質問を尋ねた．個人的規範については，

Kallgren, et al.（2000）14)に倣い，「他地域に住み替

えたとしても、自分の原則を逆らうことはない」を

はじめとする３問の質問で尋ねた． 

記述的規範，命令的規範，個人的規範のいずれに

注目する行動動機として，それぞれ「地域の将来へ

の不安」，「社会的賛同」，「社会的アイデンティ

ティ」について尋ねた．「地域将来への不安」は

「地域の将来について不安を感じる」などからなる

３問で尋ねた．「社会的賛同」は「地域の人がどの

ように自分を評価するかについて気になる」などか

らなる２問で尋ねた． 

社会アイデンティティについては，Cameron

（2004）の尺度を採用し、「中心性（Centraiity）」，

「内集団感情（Ingroup Affect）」，「内集団結び

（Ingroup Ties）」の 3 つの水準を設定し，それぞれ

3 つの質問で尋ねた 20)．これらに加え，功利的動機

（令和2年7月1日時点）

第一産業 第二産業 第三産業

小 坂 町 44.2％ 2,043 4,757 -0.85 8.3% 29.7% 61.8%

五城目町 47.2％ 3,360 8,340 -0.94 12.3% 26.1% 61,0%

大 潟 村 55.6％ 868 3,017 -0.07 77.0% 1.5% 21.4%

東成瀬村 50.9％ 872 2,451 -0.23 14.9% 33.5% 51.7%

合計 7,143 18,565

減少顕著

逓増傾向

社会人口増減
平均率（%)

就業割合人口増減

特性
市町村名 高齢者率 世帯数 人口数

小坂町
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大潟村

東成瀬村
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数
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の影響を考え，「政策上、この地域は住民を定住さ

せる支援を推進する」などからなる 3 問も設定した． 

その他に，生活環境への評価，居住満足度，地域

愛着，個人属性について尋ねた．生活環境は更に物

理的環境と社会的環境に分けて評価を求めた．物理

的環境として「アクセスビリティ」，「公共交通の

利用利便性」，「移動しやすさ」，「安全感」，

「自然環境の良さ」，「伝統文化の魅力性」につい

て尋ねた．社会的環境については，ソーシャル・キ

ャピタルを中心に測定した．その際に，伊丹ら

（2013）の尺度を参照し，「信頼性」，「互酬性」，

「近所とのお付き合い及び地域参加の頻度」も含め

た 7 問で尋ねる 21)．地域愛着は，最も用いられてい

る Williamsら（2003）の項目を踏まえて，「地域ア

イデンティティ」と「地域依存」２水準に分けて 6

項目で尋ねた 22)．上記質問はすべて 7 件法で計測さ

れており，「全くそう思わない=1」から「強くそう

思う=7」とした． 

居住意思決定の従属変数としては，定着意向と居

住動向について尋ねた．ここで，居住行動で表現で

きない定着意向の強弱を区別するために定着意向を

独自に尋ねた．住民の定着意向は「できれば、現在

の地域にずっと住み続けたい」などの 2 問について，

7 件法で尋ねた．居住行動は「既に転居を考えてい

る=1」，「これからずっと住み続けたい=7」の 7 尺

度で尋ねた．個人属性については，年齢，性別，職

業，居住年数，世帯構成，自家用車の保有状況，教

育機会・就業機会の有無についても尋ねた． 

 

(3) 調査実施 

 調査は 2020 年 10 月に行われる．日本郵便のタウ

ンプラスを利用し，指定した地区の全世帯に調査票

が配布される予定である．得られた結果は発表当日

に報告する． 
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